
※この法令は廃止されています。

平成二十九年文部科学省令第十号

教育公務員特例法第二十二条の四第二項第五号の教員研修計画に定める事項及び第二十二条の五第二項第二号の文部科学省令で定め

る者を定める省令

教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）第二十二条の四第二項第五号及び第二十二条の五第二項第二号の規定に基づき、教育公務

員特例法第二十二条の四第二項第五号の教員研修計画に定める事項及び第二十二条の五第二項第二号の文部科学省令で定める者を定める省

令を次のように定める。

（法第二十二条の四第二項第五号の教員研修計画に定める事項）

第一条　教育公務員特例法（以下「法」という。）第二十二条の四第二項第五号に規定する研修の実施に関し必要な事項として文部科学省

令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一　公立の小学校等（法第十二条第一項に規定する小学校等をいう。以下同じ。）の校長及び教員（法第二十一条第二項に規定する校長

及び教員をいう。以下同じ。）の任命権者（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以

下「中核市」という。）の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第三十七条第一項に規定する

県費負担教職員（以下「県費負担教職員」という。）については当該中核市の教育委員会、市（地方自治法第二百五十二条の十九第一

項の指定都市及び中核市を除く。以下同じ。）町村が設置する中等教育学校（後期課程に学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）

第四条第一項に規定する定時制の課程のみを置くものを除く。以下同じ。）の県費負担教職員については当該市町村の教育委員会。第

四号において同じ。）と当該校長及び教員の研修に協力する大学その他の関係機関との連携に関する事項

二　研修の効率的な実施に当たって配慮すべき事項

三　研修の効果を検証するための方途に関する事項

四　その他任命権者が必要と認める事項

（法第二十二条の五第二項第二号の文部科学省令で定める者）

第二条　法第二十二条の五第二項第二号に規定する公立の小学校等の校長及び教員の研修に協力する大学その他の当該校長及び教員の資質

の向上に関係する大学として文部科学省令で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　公立の小学校等の校長及び教員の研修に協力する大学

二　任命権者（市町村が設置する中等教育学校の県費負担教職員については当該市町村の教育委員会。以下この号において同じ。）によ

り公立の小学校等の校長及び教員として採用された者であって、当該大学を卒業した者の数が当該任命権者が定める数以上である大学

附　則

この省令は、平成二十九年四月一日から施行する。

附　則　（令和四年六月二一日文部科学省令第二一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、令和五年四月一日から施行する。

（教育公務員特例法第三十一条及び第三十五条の規定に基づく国立教育政策研究所の長等の選考の手続及び任期等を定める手続に関する

省令及び教育公務員特例法第二十二条の四第二項第五号の教員研修計画に定める事項及び第二十二条の五第二項第二号の文部科学省令で

定める者を定める省令の廃止）

第二条　次に掲げる省令は廃止する。

一　略

二　教育公務員特例法第二十二条の四第二項第五号の教員研修計画に定める事項及び第二十二条の五第二項第二号の文部科学省令で定め

る者を定める省令（平成二十九年文部科学省令第十号）

附　則　（令和五年三月二四日文部科学省令第七号）

この省令は、令和五年四月一日から施行する。
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